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５ 職業生活について 
 

（１）就労の状況と、現在働いている理由 

 

【分析のまとめ】 

 

県調査では、男性は「主たる収入」を得るためという理由が高くなっているのに対
して、女性は「主たる収入」、「従たる収入」、「自由に使えるお金」を得るためという
理由が高くなっています。 
 

県調査では、収入を得る仕事をしているかについて、「している」と答えた人の割合は平成 16

年、平成 18年、平成 21 年ともに６割前後となっています。 

男女別にみると、男女ともに、平成 18年に比べて平成 21 年の方が減少していますが、特に男

性で、13.4ポイントと大きく減少しています。 

働いている理由について、「主たる収入として生計を維持するため」と答えた人の割合が各年と

もに最も高くなっていますが、その割合は平成 16年から平成 21 年にかけて 7.2ポイント減少し

ており、平成 21 年には５割を切っています。また、「働くのが当然だから」、「家業であるから」、

「視野を広げたり、友人を得るため」と答えた人の割合も平成 16 年から平成 21 年にかけて徐々

に減少しています。 

一方で、「従たる収入として家計の足しにする」、「自分で自由に使えるお金を得るため」、「将来

に備えて貯蓄するため」と答えた人の割合が、平成 16 年から平成 21 年にかけて徐々に増加して

います。 

働いている理由について男女別にみると、男性は各年ともに「主たる収入として生計を維持す

るため」と答えた人の割合が７～８割程度と最も高い一方、女性は平成 18 年以降「従たる収入と

して家計の足しにする」と答えた人の割合が３割程度と最も高くなっています。また、男女とも

に「自分で自由に使えるお金を得るため」と答えた人の割合が平成 16 年から平成 21 年にかけて

徐々に増加しています。 
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（２）職場における男女の平等と、職場において男女が平等だと思わない理由 

 

【分析のまとめ】 

 

県調査では、職場において男女平等であるという意識が高まっているという状況と
なっています。 
一方、「賃金」や「昇進、昇格」に関しては男女平等でないという意識が依然とし
て高くなっています。 
 

県調査では職場における男女の平等について、「平等だと思う」と答えた人の割合は平成 16 年

から平成 21年にかけて 11.5ポイント増加し、平成 21 年では 58.4％となっています。 

平等だと思わない理由については、各年ともに、「賃金」、「昇進、昇格」、「能力評価」と答えた

人の割合が３～５割程度と高くなっています。 

男女別にみると、男性で「賃金」と答えた人の割合は、平成 16 年と平成 21 年を比べると 4.5

ポイント増加し、平成 21 年では 45.4％となっています。一方、女性で「賃金」と答えた人の割

合は、各年ともに５割以上となっています。また、男性で「昇進、昇格」と答えた人の割合は、

平成 16 年と平成 21 年を比べると 4.5 ポイント減少し、平成 21 年では 41.1％となっています。

一方、女性では平成 16 年と平成 21 年を比べると 4.5 ポイント増加し、平成 21 年では 40.4％と

なっています。これらの結果から、「賃金」、「昇進、昇格」に関して男女平等ではないという意識

が男女ともに高くなっていることがうかがえます。 
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（４）女性の職業へのかかわり方について 

 

【分析のまとめ】 

 

県調査では各年ともに、「結婚や子育てなどで一時的にやめるが、子育ての時期が
過ぎたら再び職業を持つ」を望ましいとする人が最も多くなっていますが、「結婚し
て子どもが生まれた後も、職業を持ち続ける」ことを望ましいとする人が年々多く
なってきています。 
 

県調査では女性の職業へのかかわり方について、各年ともに「結婚や子育てなどで一時的にや

めるが、子育ての時期が過ぎたら再び職業を持つ」と答えた人の割合が６割前後と最も高くなっ

ています。また、「結婚して子どもが生まれた後も、職業を持ち続ける」と答えた人の割合は平成

12 年と平成 21 年を比べると 4.8 ポイント増加しており、平成 21 年では 19.6％となっています。 

男女の就労状況別にみると、就労している男女ともに「結婚して子どもが生まれた後も、職業

を持ち続ける」と答えた人の割合は平成 16 年から平成 21 年にかけて増加し、平成 21 年では２割

以上となっており、性別による大きな意識の差はみられません。一方、就労していない男女では、

「結婚して子どもが生まれた後も、職業を持ち続ける」と答えた人の割合は各年とも男性は１～

２割程度、女性は１割程度となっており、性別による意識差がみられます。また、就労していな

い男女に比べ、就労している男女の方が「結婚して子どもが生まれた後も、職業を持ち続ける」

と答えた人の割合が各年ともに高い傾向がうかがえます。 

男女の婚姻状況別にみると、既婚の男女に比べ、未婚の男女の方が「結婚して子どもが生まれ

た後も、職業を持ち続ける」と答えた人の割合が各年ともに高い傾向がうかがえます。 

「結婚して子どもが生まれた後も、職業を持ち続ける」と回答した人を男女の年齢別にみると、

男性の 60 歳代まででは、平成 12 年に比べ平成 21年の方が 10ポイント前後高くなっています。

女性の 50 歳代まででも、平成 12 年に比べ平成 21年の方が高くなっています。 

「結婚や子育てなどで一時的にやめるが、子育ての時期が過ぎたら再び職業を持つ」と答えた

人について平成 12 年と平成 21年を比較すると、男女ともに 60歳以上で、平成 12年に比べ平成

21 年の方が増加しています。 

国調査と県調査を比較すると、国調査では「子どもができてもずっと職業を続ける方がよい」

と答えた人の割合が各年ともに３～４割前後であるのに対し、県調査では「結婚して子どもが生

まれた後も、職業を持ち続ける」と答えた人の割合は各年とも２割未満と、女性が職業を持つこ

とに対する考え方に差がみられます。 
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（６）育児・介護休業制度の認知・取得状況 

 

【分析のまとめ】 

 

県調査では、育児・介護休業制度の認知度については男性の方が高くなっています。
取得状況については、育児休業制度は女性の方が高く、介護休業制度は男女とも１％
前後にとどまっています。 
 

県調査では、育児・介護休業制度の認知度及び取得状況について、育児休業制度の方が認知度・

取得状況ともに高くなっています。 

育児休業制度の認知度で『知っている』と答えた人の割合についてみると、平成 12 年から平成

21 年にかけて増減を繰り返し、平成 21 年では、60.1％と減少しています。 

男女別に『知っている』についてみると男性は平成 12 年から平成 21 年にかけて減少しており、

平成21年では61.3％となっています。女性は平成12年から平成21年にかけて増減を繰り返し、

平成 21 年では 59.4％と減少し、男性を下回っています。 

取得状況で「取得したことがある」と答えた人の割合についてみると、男性は１％前後である

のに対して、女性は５～７％と女性の方が取得している状況がうかがえます。 

介護休業制度の認知度で『知っている』と答えた人の割合についてみると、平成 12 年から平成

21 年にかけて減少し、平成 21 年では、37.9％となっています。 

男女別に『知っている』についてみると男性は平成 12 年から平成 21 年にかけて減少しており、

平成21年では42.4％となっています。女性は平成12年から平成21年にかけて増減を繰り返し、

平成 21 年では 34.7％と減少し、男性を下回っています。 

就労状況別にみると、介護休業制度の認知度は男女ともに就労している人の方が高くなってい

ます。 

介護休業制度の取得状況で「取得したことがある」と答えた人の割合についてみると、男女と

も１％前後にとどまっています。 

また、就労状況別に「取得したことがある」についてみると、男女とも就労している人では１％

に満たない状況となっていますが、女性で就労していない人では平成 16年から平成 21 年にかけ

て増加しており平成 21 年では 1.4％となっています。 

 

 

※『知っている』は、本来の選択肢の「よく知っている」と「少し知っている」の割合を合計したものです。以

降のページも同様。 

 

 






























